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令和元年度 国立大学法人東京学芸大学事業報告書  

 

 

「Ⅰ はじめに」 

 

東京学芸大学は、明治6年に東京府小学校教則講習所として創設されて以来、人権を尊

重し、すべての人々が共生する社会の建設と世界平和の実現に寄与するため、豊かな人

間性と科学的精神に立脚した学芸諸般の教育研究活動を通して、高い知識と教養を備え

た創造力・実践力に富む有為の教育者を養成する大学として、140年以上に渡って全国の

教員の主要な養成機関としてその役割を果たすとともに、歴史と伝統を培ってきた。 

 

第３期中期目標期間において、本学は、教育を通しての社会変革を主導する大学とし

て、知識基盤社会の進展・グローバル化の展開・教育的課題の多様化・地域社会の疲弊

という現代社会の特徴に対して、協働して課題を解決する力・多様性を尊重する力・自

己を振り返り、自己を表現する力･新しい社会を創造する力という4つの力を持った次世

代の子どもを育成するための人材養成を使命とし、日々教育研究活動を推進することを

目標として、令和元年度も積極的な活動を行った。（具体的な活動内容については「Ⅳ 

事業に関する説明」を参照。） 

上記活動を推進する一方、大学の基盤的財源となる運営費交付金の交付額は年々減少

しており、大学の財政は厳しい状況となっていることから、本学では組織の改編や業務

の見直し等による管理経費の抑制、寄附金・科学研究費補助金といった競争的資金の積

極的な獲得による自己収入の増加の取り組みなど、本学が掲げる上記の目標に向けて、

財政基盤の強化に一層取り組んでいる。 

 

「Ⅱ 基本情報」  

 

１．目標 

 

[基本理念] 

東京学芸大学は、教育を通しての社会変革を主導する大学として、知識基盤社会の進

展・グローバル化の展開・教育的課題の多様化・地域社会の疲弊という現代社会の特徴

に対して、協働して課題を解決する力・多様性を尊重する力・自己を振り返り、自己を

表現する力･新しい社会を創造する力という四つの力を持った次世代の子どもを育成す

るための人材養成を使命とする。 

  

［基本目標］ 

東京学芸大学は、これまでも初等･中等教育における様々な教育実践や教科教育に関

わる有為の教育者を養成してきた教育の総合大学であるが、第 3 期中期目標期間が日本

の社会及び教育の大きな転換点であると認識し、次世代の子どもの育成を目指す次世代

育成教育において、次の三つの役割を担い、日本の教育を主導する全国的拠点大学とな

るとともに、広く海外に日本の教育成果を発信する大学となることを目標とする。 

① 教育課題の多様化に対応する力や、知識基盤社会における継続的な教育環境の

変化に対応する力を持つ新しい教員を養成するとともに、諸課題に直面している



教育現場の教員に対して、次世代の子どもを育成する上で必要な能力を付与する

研修を実施する。そのために第 3 期中期目標期間において、教育学部と大学院に

おいて必要なカリキュラム及び教育組織の整備を行うとともに、現職教員研修の

ための組織を立ち上げる。 

② 現在進行しつつある日本社会の変化と教育改革に伴う教育課題の多様化・複雑

化には、学校教員と教育支援者が協働して対応に当たる必要があるという認識の

下に、教育支援の専門的技能を持つ人材及びコーディネーターを養成するととも

に、教育支援者と協働できる教員を養成する。併せて学校と教育支援者を結ぶコ

ーディネート体制の構築に寄与し、地方自治体、教育委員会、NPO、民間企業等と

連携した教育支援事業を展開する。 

③ 次世代育成教育のための研究を集中的に展開するとともに、その研究成果を次

世代育成教育モデルとして全国及び世界に発信する。そのために本学(T)が、北海

道教育大学(H)・愛知教育大学(A)・大阪教育大学(O)と連携して進める HATO プロ

ジェクト及び日本教育大学協会を基盤とした全国的ネットワークを構築するとと

もに、OECD 及び教員養成国際コンソーシアムと連携して、国際的な発信の基盤を

作る。 

 

２．業務内容 

 

(1) 国立大学を設置し、これを運営すること。 

(2) 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこ

と。 

(3) 当該国立大学法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施そ

の他の当該国立大学法人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。 

(4) 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

(5) 当該国立大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

(6) 当該国立大学における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業であって政令

で定めるものを実施する者に対し、出資（次号に該当するものを除く。）を行うこと。

(7) 産業競争力強化法（平成二十五年法律第九十八号）第二十一条の規定による出資並

びに人的及び技術的援助を行うこと。 

(8) 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

３．沿革 

 

明治 6年（1873年） 東京第一師範学校の前身である東京府小学校教則講習所を設置 

明治41年（1908年） 東京第二師範学校の前身である東京府豊島師範学校を設置 

大正 9年（1920年） 東京青年師範学校の前身である東京府立農業教員養成所を設置 

昭和13年（1938年） 東京第三師範学校の前身である東京府大泉師範学校を設置 

昭和24年（1949年） 東京学芸大学学芸学部を設置 

昭和41年（1966年） 学芸学部を教育学部に改称、大学院教育学研究科（修士課程）

を設置 

昭和63年（1988年） 教育学部に新課程を設置 

平成 8年（1996年） 大学院連合学校教育学研究科（博士課程）を設置 



平成 9年（1997年） 大学院教育学研究科（修士課程）に夜間大学院（総合教育開発

専攻）を設置（現在は昼夜開講制に移行） 

平成19年（2007年） 特殊教育特別専攻科を特別支援教育特別専攻科に改称 

平成20年（2008年） 大学院教育学研究科に専門職学位課程（教職大学院）を設置 

 

４．設立根拠法  

 

国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 

 

５．主務大臣（主務省所管局課）  

 

文部科学大臣（文部科学省 高等教育局 国立大学法人支援課） 



 

　

　

 

　

　

 附属学校課

 学長選考会議

 芸術・ｽﾎﾟｰﾂ科学系

 担当課長（教育ｲﾝｷｭﾍﾞｰ

 ｼｮﾝ推進）

 財務課

 学芸の森環境機構

 機構  総合学生支援機構

  次世代教育研究推進機構 

 大学院連合学校教育学研

 究科（博士課程）

 大学史資料室

 修士課程

 学術情報課

 附属図書館
 情報基盤課

 大学院教育学研究科
 人事課

 入試課

 大学機能強化センター機構

 監査室

 学長室

 大学史資料室事務室

 研究支援課

 学系支援課

 財務・研究推進部
 経理課

 施設課

 

 総務課

 専門職学位課程（教職大学院）

 学務部  学生課

 附属高等学校

 キャリア支援課

 附属国際中等教育学校

 附属小金井中学校

 健康・スポーツ科学講座

 教育企画課

 附属竹早中学校

 養護教育講座

 現職教員研修推進機構

 附属特別支援学校

 国際課

 特別支援教育特別専攻科

 附属大泉小学校

 大学戦略会議　

 附属竹早小学校

 音楽・演劇講座

 附属世田谷中学校

 事務局

 美術・書道講座

 学務課  大学院室
 附属世田谷小学校

 基金事務室

総務部  広報企画課

 竹早園舎

 自然科学系
 広域自然科学講座

 附属小金井小学校

 教育諮問会議

 技術・情報科学講座

 附属学校

 放射性同位元素総合実験施設
 経営協議会

 数学講座

 附属幼稚園  小金井園舎

 教育研究評議会

 基礎自然科学講座

 有害廃棄物処理施設

 人文社会科学系

 附属学校運営部  附属学校運営推進室

 人文科学講座

 社会科学講座

 施設

 外国語・外国文化研究講座

 教育支援課程　

 アドミッションオフィス

 環境教育研究センター

 国際教育センター

 教育実践研究推進本部

 国際戦略推進本部

 特別支援科学講座

 生活科学講座

 日本語・日本文学研究講座

 教育学講座

 理科教員高度支援センター

 教育心理学講座

 現職教員支援センター機構

 教育インキュベーションセンター

 教員養成開発連携センター
 特定教育課題対応センター機構

 社会連携推進本部

 男女共同参画推進本部

 ＰＤ推進本部

 情報基盤整備推進本部

ＥＳＤ/ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ教育
支援ｾﾝﾀｰﾕﾆｯﾄ

 特別支援教育・教育臨床ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

 教員人事会議

　　機　構　図　（平成３１年４月１日現在）

国立大学法人東京学芸大学

学　　長 監　　事

東京学芸大学

 役員会

 教員養成開発連携機構 本学と北海道教育大学、愛知教育大学、大阪教育大学による４大学連携機構

 次世代教育研究センター
 教育学部

 留学生センター
 戦略評価推進本部

 保健管理センター
 広報戦略推進本部  初等教育教員養成課程

 ＩＣＴセンター
 教員養成カリキュラム改革推進本部  中等教育教員養成課程

 総合教育科学系

 学生支援センター
 特別支援教育教員養成課程

 養護教育教員養成課程

6.組織図 

 



７．事務所（従たる事務所を含む）の所在地  

 

東京都小金井市 

     附属学校 東京都世田谷区 

          東京都練馬区 

          東京都文京区 

          東京都東久留米市 

 

 

８．資本金の額  

  

164,788,065,321 円（全額 政府出資） 

 

 

９．在籍する学生の数（令和元年５月１日現在） 

 

総学生数 

   学士課程          ４，４９２人 

   修士課程            ４６４人 

   博士課程            １４９人 

   専門職学位課程         ２２２人 

   特別支援教育特別専攻科      ２１人 

 

  附属学校児童・生徒      ５，５２２人 

 

 

１０．役員の状況 

  

役職 氏名 任期 経歴 

学 長 出 口 利 定 平 成 30年 4月 1日   
～令 和 2年 3月 31日  

昭 和 56年 4月  東 京 学 芸 大 学 教 育 学 部 講 師  
昭 和 61年 8月  東 京 学 芸 大 学 教 育 学 部 助 教 授  
平 成  9年 4月  東 京 学 芸 大 学 教 育 学 部 教 授  
平 成 16年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸 大 学  

教 育 学 部 総 合 教 育 科 学 系 長 併 任  
（～平 成 20年 3月 ）  

平 成 18年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸 大 学  
情 報 処 理 センター長 併 任  

（～平 成 20年 3月 ）  
平 成 20年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸 大 学  

副 学 長 ・附 属 図 書 館 長 併 任  
（～平 成 22年 3月 ）  

平 成 22年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸 大 学  
附 属 国 際 中 等 教 育 学 校 長 併 任  

（～平 成 26年 3月 ）  
平成 26年 4月 国立大 学 法 人東 京 学 芸 大 学  
 学長             （～平 成30年3月）  



理 事 

(兼副学長) 

(総務・国際・情報担当)  

長谷川 正 平 成30年 4月1日  
～令 和 2年 3月31日  

昭 和55年 4月  東 京 学 芸 大 学教 育 学 部助 手  
昭 和57年 4月  東 京 学 芸 大 学教 育 学 部助 教 授  
平 成  8年4月  東 京学 芸 大 学教 育 学 部教 授  
平 成14年 4月  東 京 学 芸 大 学留 学 生センター長

併 任           （～平 成16年 3月）  
平 成16年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   

教 育学 部 自 然科 学 系 長 併 任  
（～平 成20年3月）  

平 成20年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   
理 事            （～平 成 24年3月）  

平 成22年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学  
附 属図 書 館 長併 任    （～平 成 24年3月）  

平 成24年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   
教 育学 部 教 授  

平 成24年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   
理 科教 員 高 度支 援 センター長 併 任  

（～平 成26年3月）  
平 成26年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   

理 事            （～平 成 30年3月）  

理 事 

(兼副学長) 

(戦略・評価担当) 

國 分  充 平 成30年 4月1日  
～令 和 2年 3月31日  

昭 和63年 4月  東 北 大 学 教 育学 部 助 手  
平 成  3年4月  金 沢大 学 教 育学 部 助 教授  
平 成11年 4月  東 京 学 芸 大 学教 育 学 部助 教 授  
平 成15年 4月  東 京 学 芸 大 学教 育 学 部教 授  
平 成22年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   

教 育学 部 総 合教 育 科 学 系 長併 任  
（～平 成26年3月）  

平 成26年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   
理 事            （～平 成 30年3月）  

理 事 

(兼副学長) 

(教育・学生担当) 

中 島 裕 昭 平 成30年 4月1日  
～令 和 2年 3月31日  

昭 和63年 9月  早 稲 田 大 学 第一・第 二文 学 部 
助 手  

平 成  2年4月  岐 阜大 学 教 養部 講 師  
平 成  4年10月  東京 学 芸 大 学教 育 学 部講 師  
平 成11年 2月  東 京 学 芸 大 学教 育 学 部助 教 授  
平 成19年 5月  東 京 学 芸 大 学教 育 学 部教 授  
平 成28年 4月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   

理 事            （～平 成 30年3月）  

理 事 

(兼副学長) 

(財務・労務担当) 

日 向 信 和 平 成30年 4月1日  
～令 和 2年 3月31日  

平 成  5年4月  文 部省 採 用  
平 成21年 4月  文 部 科 学 省 初等 中 等 教育 局  

教 職員 課 教 員免 許 企 画 室 長  
平 成22年 7月  文 部 科 学 省 大臣 官 房 付  
平 成24年 4月  文 部 科 学 省 初等 中 等 教育 局  

教 職員 課 教 員免 許 企 画 室 長  
平 成24年 9月  文 部 科 学 省 初等 中 等 教育 局  

企 画官  
平 成25年 10月  文 部 科学 省 大臣 官 房 付  
平 成26年 8月  文 部 科 学 省スポーツ･青 少 年局  

参 事官  
平 成27年 8月  文 部 科 学 省 大臣 官 房  

文 教施 設 企 画部 施 設 助 成 課長  
平 成29年 7月  文 部 科 学 省 退職（役 員出 向） 
平 成29年 7月  国 立 大 学 法 人東 京 学 芸大 学   

理 事            （～平 成 30年3月） 



監 事 菊 井 髙 昭 平 成28年 4月1日  
～令 和 2年 8月31日  

昭 和51年 4月  立 正 大 学 経 営学 部 講 師  
昭 和54年 4月  立 正 大 学 経 営学 部 助 教授  
昭 和58年 4月  上 智 大 学 経 済学 部 助 教授  
昭 和61年 4月  上 智 大 学 経 済学 部 教 授  
昭 和62年 4月  上 智 大 学 経 済学 部 経 営学 科 長

（～平 成 元年 3月）  
平 成19年 4月  上 智 大 学 経 済学 研 究 科委 員 長

（～平 成23年3月）  
平 成23年 4月  上 智 大 学 学 事局 公 開 学習 センタ

ー長           （～平 成25年 3月）  
平 成25年 4月  上智大学経済学部特別契約教授 
平 成 26年 4月  国 立 大 学 法 人 東 京 学 芸 大 学   

監 事            （～平 成 28年 3月 ）  
平 成27年 4月  上 智 大 学 名 誉教 授  

監 事 

(非常勤) 

古 川  和 平 成28年 4月1日  
～令 和 2年 8月31日  

平 成  4年12月  （株）カズアンドカンパニー代 表 取
締 役  

平 成  4年12月  ティーチングキッズ代表  
平 成14年 4月  独 立 行 政 法 人国 立 オリンピック記

念 青少 年 総 合センター子 ども夢基 金 審 査委 員
会 体験 活 動 部会  自 然 体 験 活動 専 門 委員 会
委 員（～平成 15年 3月）  

平 成14年 6月  （株）アクションラーニング研 究 所 代
表 取締 役  

平 成15年 4月  独 立 行 政 法 人国 立 青 年の家業 務
評 価委 員 会 委員（～平 成 17年3月）  

平 成15年 8月  NPO 法人ティーチングキッズ代表 
平 成17年 2月  文 部 科 学 省 独立 行 政 法人 評 価 委

員 会臨 時 委 員（～平成 25年2月）  
平 成20年 10月  NPO 法 人 体験 型 科 学教 育 研 究

所 専務 理 事  
平 成25年 3月  文 部 科 学 省 独立 行 政 法人 評 価 委

員 会委 員（～平 成 27年3月）  
平 成 27年 4月  国 立 大学 法 人東 京 学芸 大学  

監 事 （非常 勤 ）     （～平 成 28年 3月 ） 
平 成 29年 6月  （株 ）EHR エグゼクティブコンサ

ルタント 
 

 

１１．教職員の状況（令和元年５月１日現在） 

 

大学教員   ７３８人（うち常勤 ３００人、非常勤 ４３８人） 
 附属学校教員 ４７０人（うち常勤 ３３９人、非常勤 １３１人） 
 職員     ４０３人（うち常勤 ２１６人、非常勤 １８７人） 
（常勤教職員の状況） 

  常勤教職員の平均年齢は45.9歳（前年度45.7歳）となっております。このうち、国から
の出向者は0人、地方公共団体からの出向者14人、民間からの出向者は0人です。 

 

 

  



「Ⅲ 財務諸表の概要」 

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。） 

 

１．貸借対照表 

（財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

（単位：百万円）  

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 
 有形固定資産 
  土地 
 建物 

減価償却累計額 
 構築物 

減価償却累計額 

 
 

148,951 
26,828 

△16,533 
2,771 

△1,693 

固定負債 
 資産見返負債 
 長期借入金等 
 引当金 
 退職給付引当金 

その他の引当金 
その他の固定負債 

 
6,278 

― 
 

29 
― 
― 

 工具器具備品 
減価償却累計額 

 図書 
 その他の有形固定資産 
 その他の固定資産 
 
流動資産 
 現金及び預金 
 その他の流動資産 

2,340 
△2,014 

3,562 
438 
92 

 
 

3,728 
151 

 
 

 
流動負債 
 運営費交付金債務 
 寄附金債務 
 前受金 
 預り金 
 未払金 
 その他の流動負債 

 
 

200 
521 
501 
567 

1,451 
72 

負債合計 9,624 

純資産の部  

資本金 
 政府出資金 
資本剰余金 
利益剰余金 
その他の純資産 

 
164,788 
△6,830 

1,041 
― 

純資産合計 158,999 

資産合計 168,623 負債純資産合計 168,623 

 ※ 百 万 単 位 未 満 を 切 り 捨 て て い る た め 、 合 計 額 が 一 致 し な い 場 合 が あ り ま す 。 

  （ 以 下 の 表 も 同 様 ）  

 

 

２．損益計算書 

（財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

（単位：百万円）            

 金額 

経常費用（A） 12,839 

 業務費 
  教育経費 
  研究経費 
  診療経費 
  教育研究支援経費 
  受託研究費 
  共同研究費 

受託事業費 

12,457 
2,037 

301 
― 

264 
24 
20 
60 



  人件費 
  その他 
 一般管理費 
 財務費用 
 雑損 

9,748 
― 

380 
― 
1 

経常収益（B） 13,056 

 運営費交付金収益 
 学生納付金収益 
 附属病院収益 
 受託研究収益 
 共同研究収益 
 受託事業等収益 
 寄附金収益 
 補助金等収益 
 施設費収益 
 その他の収益 

8,474 
3,395 

― 
24 
20 
61 

287 
17 

156 
619 

目的積立金取崩額（D） 52 

当期総利益（当期総損失）（B-A+D） 269 

 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 

（財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/）         

（単位：百万円）          

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（A） 459 

 人件費支出 
 その他の業務支出 
 運営費交付金収入 
 学生納付金収入 
 附属病院収入 
 受託研究収入 

共同研究収入 
 受託事業等収入 
 寄附金収入 
 補助金等収入 
 その他の業務収入 

△9,726 
△2,398 

8,528 
3,199 

― 
12 
24 
48 

401 
17 

350 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（B） 143 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（C） ― 

Ⅳ資金に係る換算差額（D） ― 

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） 602 

Ⅵ資金期首残高（F） 3,125 

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 3,728 

 

 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 



（財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

（単位：百万円）          

 金額 

Ⅰ業務費用 8,592 

 損益計算書上の費用 
 （控除）自己収入等 

12,839 
△4,246 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト） 
Ⅱ損益外減価償却相当額 
Ⅲ損益外減損損失相当額 
Ⅳ損益外除売却差額相当額 
Ⅴ引当外賞与増加見積額 
Ⅵ引当外退職給付増加見積額 
Ⅶ機会費用 

 
889 
― 

△2 
△18 

△303 
7 

Ⅷ国立大学法人等業務実施コスト 9,165 

 
 

５．財務情報 

 

(1) 財務諸表に記載された事項の概況 

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

ア．貸借対照表関係 

（資産合計） 

令和元年度末現在の資産合計は、前年度比 543 百万円（0.3％）（以下、特に断

らない限り前年度比・合計）増の 168,623 百万円となっている。 

主な増加要因としては、現金及び預金が 602 百万円（19.3％）増加したことが挙

げられる。これは、未払金や預り金等が増加したことによるものである。 

ま た 、 主 な 減 少 要 因 と し て は 、 建 物 減 価 償 却 累 計 額 が 949 百 万 円  

(6.1％ )増 の△16,533 百万円となったことが挙げられる。 

 

（負債合計） 

令和元年度末現在の負債合計は、768 百万円(8.7％)増の 9,624 百万円となって

いる。 

主な増加要因としては、年度末退職者に支給する退職手当が増加したこと等に

より、未払金が前年度と比較して 351 百万円（31.9％）増加したこと、また例年に

比して寄附金をより多く獲得したことにより、寄附金債務が前年度と比較して 112

百万円（27.4％）増となっている。 

 

（純資産合計） 

令和元年度末現在の純資産合計は、224 百万円(0.1％)減の 158,999 百万円とな

っている。 

主な増加要因としては、施設費を財源とする総合教育・人文社会１号館改修工事

等により資本剰余金が 484 百万円（5.0％）増の 10,130 百万円となっ た こ と が 挙



げ ら れ る 。  

主な減少要因としては、資本剰余金の控除項目である損益外減価償却累計額が

848 百万円（5.3％）増の△16,960 百万円となったことが挙げられる。 

 

 

イ．損益計算書関係 

（経常費用） 

令和元年度の経常費用は 226 百万円（1.8％）増の 12,839 百万円となっている。 

主な増加要因としては、修繕費等の増加により、人件費を除く業務費が 225 百万

円（9.1％）増の 2,709 百万円となったことが挙げられる。 

 

（経常収益） 

令和元年度の経常収益は、215 百万円（1.7％）増の 13,056 百万円となっている。

主な増加要因としては、ＰＣＢ廃棄物処理をはじめとした特殊要因運営費交付金の

収益化額の増加により運営費交付金収益が 218 百万円（2.6％）増加したことが挙

げられる。 

主な減少要因としては、学生数の減少等により、授業料収益が 65 百万円（2.2％）

減の 2,865 百万円になったことが挙げられる。 

 

（当期総損益） 

上記「経常収益」－「経常費用」に、目的積立金取崩額 52 百万円を計上した結

果、令和元年度の当期総利益は 36 百万円（15.5％）増の 269 百万円となっている。 

 

 

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和元年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、34 百万円（6.9％）減の 459

百万円となっている。 

主な減少要因としては、在学生の減少等により「学生納付金収入」が 63 百万円

（1.9％）減の 3,199 百万円になったことが挙げられる。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

令和元年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、264 百万円（217.6％）

増の 143 百万円となっている。 

主な増加要因としては、「施設費による収入」が 823 百万円（523.1％）増の 981

百万円になったことが挙げられる。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和元年度は活動なし。 

 

 

エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

（国立大学法人等業務実施コスト） 



令和元年度の国立大学法人等業務実施コストは、41 百万円（0.5％）増の 9,165

百万円となっている。 

主な増加要因としては、「業務費用」が 310 百万円（3.7%）増の 8,592 百万円

となったことが挙げられる。 

 

   (表) 主要財務データの経年表                          （単位：百万円） 

区分 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

資産合計 170,233 169,594 168,784 168,080 168,623 

負債合計 9,125 9,099 8,833 8,856 9,624 

純資産合計 161,108 160,494 159,950 159,224 158,999 

経常費用 13,057 12,865 12,456 12,612 12,839 

経常収益 12,983 13,016 12,737 12,841 13,056 

当期総損益 △28 151 281 233 269 

業務活動によるキャッシュ・フロー △80 588 307 493 459 

投資活動によるキャッシュ・フロー 305 △151 △38 △121 143 

財務活動によるキャッシュ・フロー △89 △89 ― ― ― 

資金期末残高 2,136 2,484 2,753 3,125 3,728 

国立大学法人等業務実施コスト 8,995 8,444 8,001 9,124 9,165 

（内訳）      

業務費用 8,665 8,520 8,140 8,282 8,592 

  うち損益計算書上の費用 13,057 12,865 12,456 12,612 12,839 

  うち自己収入 △4,392 △4,344 △4,316 △4,329 △4,246 

 損益外減価償却相当額 1,169 1,075 1,051 983 889 

 損益外除売却差額相当額 48 0 0 0 △2 

 損益外減損損失相当額 ―  ― 15 ― ― 

 引当外賞与増加見積額 1 △0 △4 13 △18 

 引当外退職給付増加見積額 △889 △1,255 △1,273 △155 △303 

 機会費用 418 103 71 0 7 

 （控除）国庫納付額 ―  ―  ―  ―  ―  

 

② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 

ア．業務損益 

大学セグメントの業務損益は 467 百万円と、前年度比 1 百万円（0.4％）減とな

っている。これは、人件費が増加したことなどにより業務費用が前年度比 214 百万

円（3.6％）増となった一方で、運営費交付金収益も増加したことなどにより業務

収益が前年度比 212 百万円（3.3%）増となったことが主な要因である。 

附属学校セグメントの業務損益は△65 百万円と、前年度比 17 百万円（20.9%）

増となっている。これは、運営費交付金収益をはじめとした業務収益が前年度比 11

百万円（0.3%）減となった一方で、人件費をはじめとした業務費用が 28 百万円

（0.7%）減となったことが主な要因である。 

法人共通セグメントの業務損益は△184 百万円と、前年度比 27 百万円（17.3％）



減となっている。これは、人件費の増加などにより、業務費用が前年度比 40 百万

円（1.8%）増となったことが主な要因である。 

 

(表) 業務損益の経年表                      (単位：百万円) 

区分 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

大学 287 423 543 468 467 

附属学校 △117 △68 △93 △82 △65 

法人共通 △244 △203 △170 △157 △184 

合計 △74 151 280 229 217 

 

 

イ．帰属資産 

大学セグメントの総資産は82,802百万円と、前年度比10,373百万円（14.3％）

増となっている。これは、工具器具備品をはじめとした「その他帰属資産」が前

年度比391百万円（8.7％）増となったことが主な要因である。 

附属学校セグメントの総資産は79,932百万円と、前年度比10,260百万円

（11.4％）減となっている。これは、建物減価償却累計額の増加が建物取得資産

額を上回ったことより、相対的に建物が前年度比207百万円（5.7％）減となった

ことが主な要因である。 

法人共通セグメントの総資産は5,889百万円と、前年度比431百万円（7.9％）増

となっている。これは、現預金の期末残高の増加等に伴い、流動資産等その他帰

属資産が前年度比486百万円（22.7％）増となったことが主な要因である。 

 

       (表) 帰属資産の経年表                      (単位：百万円) 

区分 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令 和 元 年 度 

大学 74,047 73,597 73,024 72,429 82,802 

附属学校 91,252 90,883 90,550 90,192 79,932 

法人共通 4,933 5,113 5,209 5,458 5,889 

合計 170,233 169,594 168,784 168,080 168,623 



③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等  

当期総利益 269 百万円のうち、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の

質の向上に充てるため、237 百万円を目的積立金として申請している。 

令和元年度においては、教育研究環境整備積立金として 151 百万円を使用した。 

 

 

(2) 施設等に係る投資等の状況（重要なもの） 

① 当事業年度中に完成した主要施設等 

総合教育科学系・人文社会科学系研究棟１号館（Ⅲ期）改修工事 

（取得原価 149 百万円） 

大泉団地囲障改修工事 （取得原価 64 百万円） 

 

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

附属図書館増築工事 （投資見込額 290 百万円） 

小金井団地基幹整備（給水（Ⅱ期））工事 （投資見込額 88 百万円） 

 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

赤倉合宿研修施設の土地の売却（取得原価 39 百万円、売却額 12 百万円） 

 

④ 当事業年度において担保に供した施設等  

該当なし 

 

 

(3) 予算・決算の概況 

以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示し

ているものである。 

                                               （単位：百万円） 

区分 
平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 12,675 12,492 13,026 12,867 12,809 12,571 12,579 12,372 14,384 13,570  

運営費交付金 

補助金等収入 

学生納付金収入 

附属病院収入 

その他収入 

7,912 

86 

3,707 

― 

968 

7,912 

106 

3,416 

― 

1,057 

8,329 

43 

3,641 

― 

1,011 

8,329 

100 

3,386 

― 

1,050 

8,247 

75 

3,564 

― 

921 

8,247 

68 

3,297 

― 

957 

8,251 

45 

3,526 

― 

756 

8,251 

44 

3,258 

― 

818 

8,528 

20 

3,490 

― 

2,344 

8,528 

17 

3,200 

― 

1,823 

 

支出 12,675 12,799 13,026 12,667 12,809 12,151 12,579 12,208 14,384 13,176  

教育研究経費 

診療経費 

一般管理費 

その他支出 

11,931 

― 

― 

744 

12,118 

― 

― 

681 

12,176 

― 

― 

849 

11,818 

― 

― 

849 

12,011 

― 

― 

798 

11,430 

― 

― 

721 

11,987 

― 

― 

591 

11,660 

― 

― 

547 

12,398 

― 

― 

1,985 

11,934 

― 

― 

1,242 

 

収入－支出 ― △307 ― 199 ― 420 ― 164 ― 393  

 



「Ⅳ 事業に関する説明」                                              

 

(1) 財源の内訳（財源構造の概略等） 

 当法人の令和元年度における経常収益は13,056百万円で、その内訳は運営費交付金

収益 8,474百万円（64.9％（対経常収益比、以下同じ。））、授業料収益2,865百万円

（22.0％)、その他の収益1,717百万円（13.2％）となっている。 

 

(2) 財務情報及び業務の実績に基づく説明 

ア．大学セグメント 

 大学セグメントは、教育学部、教育学研究科（修士課程、専門職学位課程）、連合学

校教育学研究科（博士課程）及び特別支援教育特別専攻科により構成されており、その

いずれにおいても、高い知識と教養をそなえた創造力と実践力に富む有為の教育者を養

成することを目的としている。 

 大学セグメントにおける事業の主な実施財源は、運営費交付金収益 4,234百万円（当

該セグメントにおける業務収益比63.2％）となっている。また、事業に要した経費は、

教育経費 1,084百万円、研究経費 289百万円、一般管理費 30百万円となっている。 

 

【教育研究活動の推進】 

●教育活動への取組 

○海外日本人学校における教育実習等の実施計画 

 香港日本人学校（香港校・大埔校）及びバンコク日本人学校と教育実習生受け入れに

関する協定を締結した。これにより、令和 2 年度派遣予定者の学内選考を行い、各校 2

名、計 6 名の実習生を決定し、当該実習生に対しオリエンテーションを実施した。 

 

○新教員養成コース特別給付金 

 学部 4 年間に加え大学院 2 年間の一貫教育を行う「新教員養成コース」において、大

学院の授業料相当分を貸与することにより、専門的知識・スキルを基礎とした高度な実

践的教育能力を有する教員を目指す意欲の高い学生を支援する新教員養成コース特別

給付金制度を継続して実施し、教員就職率向上に取り組んだ。 

 

○教員養成高度化プロジェクトの実施 

平成 31 年度からの大学院改組と同時期に、教員養成高度化プロジェクトの一つとし

て「教員養成高度化大学間連携コース」を開始し、本学と本学近郊の 11 大学とで教員

養成高度化連携協定を結び、各大学から推薦された教職への意欲の高い適性を有する学

部生に対して、夏期集中講座・教職フィールドワークといった高度専門職養成に備えた

接続プログラムを受講させることにより入学前教育を進め、資質向上と教職大学院への

効果的な接続を図った。また、新教員養成コースを発展的解消し、その後継として、「次

世代学校リーダー養成コース」を開始し、強い教員志望と優れた適性を有する学部３年

生から大学院 2 年生に対して、特別ゼミナール、学校フィールドワークといった高度専

門職業人としての準備教育を施し、次世代の学校システムのリーダーとなりうる教員の

育成を図った。 

 



○障がい学生支援室の体制強化 

 平成 28 年 4 月に障害者差別解消法が施行されたことに伴い、本学の障がい学生支援

室の役割が重要視され、かつ、発達障がい学生の相談の増加、支援ニーズの多様化に対

応するため、常勤講師 1 名及び非常勤職員 1 名の体制を維持し，障がい学生支援室の体

制強化を図った。具体的には，要支援学生には必要に応じ個別支援チームを設置し，合

理的配慮を実施した。また，学生サポーターの登録が 150 名を超え，主に身体の障害に

関わる障がい学生への情報保障等への支援を行った。精神・発達障害に関わる学生に対

しては，建設的対話のもと関連部署（学生相談室，指導教員等）と密に連携をとりなが

ら支援を行なった。 

 

○大学院における組織再編 

従来の修士課程と教職大学院（専門職学位課程）を大規模に再編した。学校に期待さ

れている多様なニーズに応えるため、教員養成機能を教職大学院へ一本化して高度化・

拡充を図るとともに、先導的・社会的な教育課題に対応した高度な教育支援者を養成す

るため、修士課程に 2 専攻を創設した。 

 

○教育内容の改善等 

本学では、現代的教育課題に対応する実践力を備えた学校教員を養成するため、平成

22年度に教員養成カリキュラム改革推進本部を設置し、必要な改善を進めている。 

本推進本部では平成28年度から、次世代育成教育を担う力量あふれる教員・教育支援

者の養成を強化するため、平成27年度に改訂した学士課程カリキュラムの検証を行いな

がら、新免許法と新学習指導要領に対応した新カリキュラムの検討を行い、平成31年度

入学生から新カリキュラムを開始し、引き続き今後の日本の教育改革に必要な学校教育

と教育支援の知識と技能を兼ね備えた人材の養成を目指したカリキュラムの構築を進

めていく。 

 

○教員免許状更新講習の実施 

本学で実施している教員免許状更新講習の対面式講習では、必修領域20講習、定員

2,200名、選択必修領域24講習、定員2,450名、選択領域124講習、定員5,489名を夏季休

業期間中の8月5日から8月23日の間の11日間で実施し、必修講習は1,621名、選択必修講

習1,558名、選択講習4,472名の受講者が受講しており、関東地域のみならず他の地域の

受講者も担っている。 

また、愛知教育大学・公立千歳科学技術大学と連携し、全国の受講者を対象として e

ラーニングによる免許状更新講習を実施しており、令和元年度は年2回（夏期、秋期）開

講し、受講者数は、夏期・秋期あわせて必修講習3,183名、選択必修講習3,186名、選択

講習10,082名となっている。 

なお、平成29年度から本学が幹事校となり、関係各機関の業務を総括している。また、

令和2年度から新たに大阪教育大学が参画し、関西地区の受講者数の増加を図り、コン

テンツを整備することにより、より一層充実した e ラーニング講習を実施していくこと

としている。 

 

◯図書館における学習支援・蔵書の拡充 

附属図書館 1 階のラーニングコモンズを活用し、大学院生による学習サポータによ



り、学部学生を対象に学習相談を中心とする学習支援を行った。相談件数は 127 件で、

相談した学生から高い評価を得ている。また、授業やセミナーのみならず、「ラーニン

グコモンズ協働プロジェクト」による学生協働の枠組みを設け、学生 5 団体が自主企画

する学びのイベントを 26 件開催した。そのほか、附属図書館・障がい学生支援室・東

京大学 PHED の共催で「学びの多様性とアクセシビリティ」を開催し、障がいを持つ利

用者支援のためのワークショップも行った。ラーニングコモンズには学期中は常時平均

30 名前後の学生が滞在し、授業課題のグループワークや教育実習の模擬授業にも活用

できるアクティブ・ラーニングの空間として、高い稼働率となっている。 

 

増築工事により１階のアクティブ・ラーニングスペースの拡充を予定している（令和

元年度国立大学法人等施設整備実施計画協議予定事業）。増築にあたっては、学生への

アンケート「図書館における学習環境改善のための調査」を行い、「教え合い・学び合

う」Terakoya☆コモンズ構想の具体化にむけた検討を開始した。 

 

詩人谷川俊太郎氏から自作の詩による合唱作品の楽譜の寄贈を受け、音楽科教育学の

中地雅之研究室との共同で整理し、「谷川俊太郎合唱コレクション文庫≪声のオーロラ

≫」370 点を公開した。オープニングセレモニーにおいては、音楽科の学生による合唱

と詩の朗読イベントを実施し、70 名の参加があった。11 月 5 日～12 月 26 日まで関連

の資料も含めて特別展示を実施した。 

 

そのほか、附属図書館入館ゲート前でのリクエストボードで学生からの図書購入希望

の調査を実施し、古本募金により購入するなど、図書館の蔵書充実に努めた。 

また、附属図書館内で本学附属学校図書館と連携した展示を行い、学生に対して附属学

校での授業事例や学校図書館活動を紹介することで教育実習や学習への意識を高めた。 

 

○教員採用試験対策講座の実施 

教員採用試験二次試験合格率の向上を目指し、平成 26 年度から公立学校長等の経験

者である本学卒業生を講師とした教員採用試験対策講座（面接、集団討論、模擬授業等）

を、6 月～8 月の約 2 か月半にわたって実施し、令和元年度は延べ約 1,500 名の学生が

参加した。東京都教員採用試験の一次試験合格者における名簿登載率は、講座を実施し

ていなかった平成 25 年度は 61.7％であったが、近年では 80％以上の成果を上げてい

る。 

 

●研究活動への取組 

○科学研究費助成事業採択率の向上に関する取組 

科学研究費助成事業の申請数及び採択数を向上させるため、応募予定者に対し採択者

の研究計画調書の閲覧を可能とするとともに「研究計画調書作成相談会」をオフィスア

ワー形式にして実施した。 

継続分を含めた採択数は、平成 22 年度は 97 件（転入者除く）であったが、9 年間で

約 1.6 倍増え（平成 22 年度比）、令和元年度は 154 件（転入者除く）となった。 

 

○教育実践研究推進本部関係 



教育実践研究推進本部において、トップマネジメント経費により大学が積極的に推進

すべき教育実践研究プロジェクトで大学教員と附属学校教員が組織的に連携した研究

体制をとって推進する『特別開発研究プロジェクト』の新規公募を行い、9件を採択し

た。令和元年度からの2年計画継続分のプロジェクトについては、令和2年2月に『特別

開発研究プロジェクト』報告会において1年目終了時の研究成果を発表し、これに基づ

き評価及び査定を行い、1年計画の1件を除いた8件を採択した。 

 さらに、本学着任後1年未満の大学教員の研究環境の充実を図り、教員養成に関わる

研究を推進するための研究費『若手教員等研究支援費枠』において43歳未満を対象とし

た「若手教員等支援枠」12件、「新規教員枠」4件をそれぞれ採択した。 

 この他、「平成31年度大学教員研究専念期間取得」の公募を行い、4名の研究専念者を

決定し、非常勤講師枠については、計16枠を措置した。 

 

○旧師範学校関係資料の保存とアーカイブズシステムの構築 

大学史資料室では、「旧師範学校関係資料の保存とアーカイブズシステム」事業のさ

らなる充実を図るため、関連所蔵資料群から「撫子会」資料について、（平成３０年度

の試行期間を経て）令和元年度から目録の公開と閲覧事業を開始するとともに、資料公

開・閲覧室を開設した。令和元年度ではさらに、同関連資料群から「青山師範学校」資

料と「豊島師範学校」資料の目録の公開と閲覧事業も開始し、資料公開の拡充を図った。 

 

東京府女子師範学校附属として明治以来の長い歴史をもつ附属幼稚園（竹早園舎、小

金井園舎）にスポットを当てた「大学史資料室展示会 遊びのなかの学び-附属幼稚園

の歩みと保育の継承-」（11 月 25～12 月 9 日開催）を開催し、明治時代からの貴重な資

料群の一般公開をおこなった。また、新たな展示企画として月例展示会「今月の学芸ア

ルバム」を企画し開始した。 

 

「東京学芸大学大学史テキスト」をウエブサイトに公開し、情報提供に努めるととも

に、本年度の活動報告を『東京学芸大学大学史資料室報』第 7 号（令和 2 年 3 月発行）

に纏めた。 

 

○附属学校等と協働した教員養成系大学による「経済的に困難な家庭状況にある児童・

生徒へのパッケージ型支援に関する調査研究プロジェクト」 

 令和元年度も、研究課題①貧困の「見えにくさ」に対応したプラットフォーム形成モ

デルの開発、②経済的困難性の中にある子供を包摂する教育支援方法の開発、③包摂型

社会形成の担い手を育てる教員養成系大学の機能強化に沿って、実践と調査分析を更に

進めた。その中で、特に根底に横たわる課題として浮き彫りとなってきた小学校入学段

階の学習レディネス格差に応じたスタートカリキュラムの開発について、川崎市の学校

と連携により着手するとともに、品川区・附属学校との連携による学習・進学支援モデ

ルの開発では、附属学校における校内支援体制開発のため、スクールソーシャルワーカ

ーを新たに投入し、広域通学圏に対応した支援システムに関する実践研究を進めた。ま

た、最終年となる今年度は、実践研究の成果と昨年度作成した教材プロトタイプの検証

を元に、教員や教育支援者の養成・研修用のテキスト「子どもの貧困とチームアプロー

チ」、ハンドブック及び映像教材「困っている先生のための『チームアプローチ』入門」

を作成し、全国の教員養成系大学や教育委員会に送付し、ホームページにも活用可能な



形で掲載した。 

なお、令和2年2月24日に開催を予定していた令和元年度成果報告シンポジウムは、新型

コロナウィルス感染拡大防止の観点から延期となったため、令和2年度秋頃を目途に研

修会に内容を切り変えて実施予定である。 

 

○「次世代型コンピテンシー育成のための教育方法開発とその国内外への発信」プロジ

ェクト 

平成 30 年度から開始した本プロジェクトにて、本年度に挙げた成果は次の通りであ

る。①コンピテンシー育成の授業に必要な手だてを説明する映像「批判的思考力」「好

奇心・探究心」を日本語と英語で作成し、それを HP にて公開して普及を図った。②カ

リキュラムマネジメントの際に必須となる教科コンピテンシー情報データベース

(CMCD)を設計し、情報の集積を開始した。③授業動画配信システム 21CoDOMoS の実践的

活用を拡大し、八王子市教育委員会の教員研修、本学教職授業科目での活用を行った。

また、本学免許状更新講習（対面式：40 名）や e-learning 方式による講習(2,000 名が

受講)でも活用した。④OECD が行っている学びの羅針盤(Learning Compass)モデルに基

づく授業実践の紹介活動に参画し、本プロジェクト作成の授業実践映像が 4 本採択され

て OECD の Home Page に掲載された。⑤④のモデルで重視されている生徒の Agency の育

成について道徳や特別活動の教科でどのように実践するかの調査研究を行った。 

 

○教育内容構成学の導入による新たな教員養成教育の研究・開発 

 平成 29 年度、平成 30 年度に引き続き、機能強化経費事業「教育内容構成学の導入に

よる新たな教員養成教育の研究・開発」（平成 29 年度～平成 31 年度）に取り組むと共

に、文部科学省委託事業「教職大学院における「理論と実践の往還」を実現する教科領

域教育の導入と質保証に関する実態調査及び「教科領域導入モデル」の開発」を実施し

た。 

 教職大学院教科領域指導プログラムに所属する大学院生及び当該プログラムの授業

を担当する教員を対象としたアンケート調査と、平成 30 年度に機能強化経費事業とし

て実施したアンケート調査結果に基づく他大学への訪問調査を実施し、それらの調査結

果を踏まえた「教科領域導入モデル」を開発・提示した。 

 

○学校・地域が両者一体となった次世代型教育のための「協働教育支援学」の構築と教

育支援人材養成の高度化ならびに教員養成における「拡張型カリキュラム」のモデル開

発研究 

 平成 29 年度、平成 30 年度に引き続き、機能強化経費事業「学校・地域が両者一体と

なった次世代型教育のための「協働教育支援学」の構築と教育支援人材養成の高度化な

らびに教員養成における「拡張型カリキュラム」のモデル開発研究」（平成 29 年度～

平成 31 年度）に取り組んだ。 

 平成 30 年度に実施した、教育支援・教育協働に関する授業科目の開設状況等を問う

アン ケート調査結果の分析を行うと共に、積極的な取り組みを実施している６大学に

対してヒアリング調査を行った。 

また、「チーム学校時代のチームアプローチと教員・教育支援職養成・研修のための

ポータルサイト」を開設し、事業の成果を学内外へ発信していくこととした。 

 



○環境教育センター・GLOBE 事業 

本事業では，国際的な環境教育プログラムであるグローブ（GLOBE「Global 

Learning and Observations to Benefit the Environment」)の推進を図るため、文部

科学省により選定された第 13 期指定校およびオープン参加校を対象として「グローブ

連絡協議会・講習会」を開催した。 

また、地域連携による「環境教育リーダー養成講座」を学生向けに開講した。さら

に、伝統工法で土壁の小屋を作ろうをテーマに「環境教育セミナー」を開催し、ドキ

ュメンタリー映画「武蔵野」の上映会および監督や関係者による講演会を、小金井・

国分寺・小平「環境教育実践フォーラム」として開催した。 

附設の教材植物園では、本学の学生や教職員、附属学校や地域の児童、地域住民な

どが環境学習を行った。 

 

○環境教育センター・水辺の学びデザインプロジェクト WaSIT（米国コカ・コーラ財

団） 

 本事業では、平成 28 年度からコカ・コーラ財団の支援を受け、「水辺の学びデザイ

ンプロジェクト WaSIT」に取り組んでいる。水辺をテーマにしたスペシャル・インタレ

スト・ツアー（SIT）を大学生の視点で企画し、そこに組み込まれる場所やつながりが

もつ学びの可能性を探ることをねらいとしている。グループでツアーガイドやショー

トムービー等の教材をデザインし、水辺の自然や文化、魅力や課題をわかりやすく表

現することも目指す。関連分野の教員、専門研究員からなるプロジェクトメンバーが

学生のツアーやグループワークを支援し、多彩なオリジナルのツアーと教材が生まれ

ている。東京オリンピック・パラリンピック開催年にあたる最終年度には、本学から

広く成果を発信できるよう、方法の検討を進めている。 

 

○理科教員高度支援センターでの取り組み 

本センターでは、観察・実験が苦手な小・中学校教員を中心に、理科を専門とする

教員も対象として、理科の授業実践に必要な基礎的実験技能の修得、および、専門的

な科学の内容の理解を目的として、各種の研修を実施している。今年度は、東京都教

員研修センターとの連携による現職教員研修（半日〜１日）を 41 件、多摩六都科学館

夏季教員セミナー（３日間，６テーマ）、長期研修（３日間，４テーマ）、出張研修

（２件）、シンポジウム（１回）を開催したほか、依頼に応じての出張研修、出前授

業を順次開催した。また、今後、全国の教育委員会の教員研修を支援するためのケー

ス・スタディーとして、福井県教育研究所における教員研修の支援を開始した。さら

に、イギリスのダラム大学の教員養成における科学的思考力育成及び、その学校教育

における実践に関する調査を行った。 

 

●社会との連携 

○学校図書館司書教諭講習及び教員資格認定試験 

毎年文部科学省から委託を受け、学校図書館司書教諭講習及び教員資格認定試験を実

施している。学校図書館司書教諭講習は、学校図書館の専門的職務に携わる司書教諭を

養成するためのもので、1 科目 30 時間の講習を 5 科目開設しており、令和元年度は、7

月 22 日から 8 月 22 日までの約 1 か月間で、期間中延べ 315 名の受講があった。 

教員資格認定試験は、幼稚園及び小学校の教員資格認定試験を実施し、特に幼稚園教



員資格認定試験については、幹事校として全国の実施大学の取りまとめを行った。 

 

○教育職員免許法で規定された幼稚園教諭等の教員養成機関として 

本学は、教育職員免許法で規定された幼稚園教諭等の教員養成機関として文部科学省

から指定された機関の指導大学となっており、令和元年度は、本学が担当している指定

教員養成機関の中から 1 校を抽出し、教育課程や教員の資格、配置等について実地視察

を行った。                               

 

○現職教員研修推進機構の取組 

平成 28 年に現職教員研修推進機構を設置し、新たな社会的要請にこたえるハイレベ

ルな現職教員研修プログラムの開発事業の取り組みを開始した。概要としては、学校教

育に対する新たな社会的要請に応じた現職教員の多様な職能成長ニーズに対して、教員

養成の基幹大学として学内のハイレベル・シーズを活かした研修プログラムを開発・提

供し、全国の教員養成系大学・学部に対し先導的な教員養成・研修モデルを呈示してい

くものである。 

平成 29 年度から令和元年度にかけては機構主催によるシンポジウムを開催し、都県・

区市町村の教育委員会の研修企画担当者との意見交換を図り、教員研修に関わってすで

に導入している大学等との連携の実績、研修企画全般に関する課題や要望等を調査分析

した。教育委員会との連携を推進させるため、分析結果を大学における今後の施策の展

開に生かすこととしている。 

また、シンポジウムに参加した教育委員会と連携を図り、教員研修の企画や講師派遣

を行うことにより、研修プログラムの開発も進めている。 

さらに、令和元年度から新設された特別支援・教育臨床サポートセンターを中心とし

て、全ての教員に必要とされる特別支援教育に関わる現職教員研修システムについて、

教育委員会との連携をもとに研究・開発を開始した。 

学校現場の実情に応じた研修内容・方法、研修成果の可視化、教員へのコンサルテー

ション、各種研修関連データベース等について研究・開発し、教育委員会等と役割や機

能を差別化、補完し合う特別支援教育の大学発信型現職教員研修システムのモデルを提

案し、国内外の教育関連機関に提供していくこととしている。 

 

○全国教育委員会教員採用試験説明会の開催 

教員就職率の向上を目指し、平成26年度から各教育委員会の採用担当者を招いた「全

国教育委員会教員採用試験説明会」を開催している。令和元年度は、北海道から沖縄ま

で46の教育委員会担当者が来学し説明会を開催した。約570名の学生が参加し、「教員

採用試験の詳細や求める教師像」、「地域の特色や教育の取組」、「教員の実情」など

についての質問や活発な意見交換が行われ、学生の意識を高め教員就職率の向上を目指

すとともに、全国の政令指定都市及び地方教育委員会との連携を図り、教員養成大学に

おける広域型の拠点的役割を果たした。 

 

○宮崎県延岡市及び延岡市教育委員会との連携協定 

令和元年 9 月 27 日、本学と宮崎県延岡市及び延岡市教育委員会は、相互の教育・子

育てに関する取り組みを推進するため、連携協力に関する協定を締結した。本学が有す

る教育資源を延岡市で活用することや、延岡市が有する多様な環境を活用することな



ど、相互の強みを生かした教育・子育ての充実に向けて三者で取り組んでいく。 

 協定締結翌日には、本学教授によるワークショップを開催。令和 2 年 3 月に予定して

いた延岡デザイン文化研修は感染症拡大防止のため中止としたが、延岡市に対する提案

を学生らが Web 会議形式で行った。 

 今後は、学校、地域、家庭の三者だけでは十分に果たせない役割を担っていく新たな

仕組みづくりに向けて検討していく。 

 

●国際交流の推進 

○大学の世界展開力強化事業（キャンパス・アジア事業）の推進 

平成 28 年度に採択された大学教育再生戦略推進費「大学の世界展開力強化事業（キ

ャンパス・アジア事業）」において、中国・北京師範大学及び韓国・ソウル教育大学

校との連携のもと、「東アジア教員養成国際大学院プログラム」を実施し、教員養成

における「キャンパス・アジア」の構築を目指して取り組んでいる。 

令和元年度は、前年度に締結した「ダブルディグリー・プログラム実施に関する覚

書」に基づき、ダブルディグリー・プログラムに参加する修士課程学生の派遣・受入

れを開始した。令和元年 10 月に北京師範大学から 2 名の学生を受け入れ、また 11 月

に北京師範大学から届いた来年度秋受入れの募集に対し 1 名の応募があり、申請手続

きを進めている。 

また、交換留学、相互の短期留学プログラム等の活動も、引き続き活発に行われて

いる。特に大学院生対象にソウル教育大学校が実施している短期留学プログラム WPTC

（Winter Program for Trilateral Cooperation）については、初回の平成 28 年度の 2

名から始まり、平成 30 年度 7 名、令和元年度 13 名と参加者数を延ばしている。参加

学生からは、ダブルディグリー・プログラムによる正規留学を視野に入れるという声

も聞かれるようになっており、本事業が掲げる「大学院レベルでのアジア圏の学校教

員のリーダー育成」に向け、着実に歩を進めている。 

 

○東アジア教員養成国際コンソーシアム事業の推進 

本学に事務局を置く「東アジア教員養成国際コンソーシアム（ICUE）」は、東アジ

ア地域の教員養成系大学・学部 46 大学（令和 2 年 3 月現在）が加盟し、10 年を超える

活動を進めている。 

令和元年度は、10 月に中国の陝西師範大学主催により、第 14 回東アジア教員養成国

際シンポジウムが開催され、計 20 大学、約 100 名の各大学学長・副学長や関係分野の

研究者、大学院生等の参加を得た。 

基調講演では、日本を代表して東京学芸大学の長谷川正理事・副学長が、「CAMPUS 

Asia for Teacher Education -Challenges for the Consortium of 3 universities 

in Japan, China and Korea-（教員養成分野のキャンパス・アジア－日中韓 3 大学コ

ンソーシアムの挑戦－）」と題して講演を行った。 

また、これまでと同様に、シンポジウムの開催に合わせて国際運営委員会および総

長会議が開催され、本年は陝西師範大学の任暁偉副学長を議長として、規約改正、今

後の開催予定について審議、決定がなされた。 

 

 

 



○海外日本人学校への大学推薦 

 平成 28 年度に、設置当初から関係性が深い、バンコク日本人学校（泰日協会学校）

と連携協定を締結し、学生の派遣や学校教員の研修機能の充実など連携事業を進めて

いくこととしている。また、令和元年度には、香港日本人学校とも連携協定を締結

し、日本人学校との一層の連携協力が期待される。 

◇大学推薦 

平成 29 年度から、本学学生、卒業・修了生を学内での選考ののち、バンコク日本人

学校教員の現地採用枠として推薦・派遣している。平成 29 年度（平成 30 年 4 月派

遣）は 5 名、30 年度（31 年 4 月派遣）は 9 名、令和元年度（令和 2 年 4 月派遣（予

定））は 14 名の卒業生を教員として派遣した。 

◇教育実習 

平成 30 年 12 月の教員免許法施行規則の改正により在外教育施設での教育実習が認

められたことを受け、令和 2 年度からバンコク日本人学校及び香港日本人学校におい

て教育実習を行うこととしており、バンコク日本人学校に 2 名、香港日本人学校に 4

名（香港校 2 名、大埔校 2 名）をそれぞれ派遣予定であり、今後両校とのさらなる連

携が期待される。 

 

○世界の成長を取り込むための外国人留学生の受入れとグローバル人材の養成 

（平成 30 年度機能強化経費事業）  

外国人留学生の受入れとグローバル人材の養成プロジェクト実施委員会を中心に、

教員養成系大学独自の海外短期受入・派遣モデルプログラムの実施につき推進した。 

令和元年度には、米国・ミシガン州立大学（MSU）からの受入れプログラム及び 2 つ

の派遣プログラム（米国・MSU、米国・ハワイ）を実施した。（豪州メルボルン派遣は

COVID-19 の影響により中止。）とりわけ、MSU とのプログラムについては双方向で実

施しており、参加学生に対し継続的かつ多様な協働学修や活動の機会を提供してい

る。 

これらのプログラムにつき、海外の教育現場における授業実践や現地学生との協働

などプログラム内容の充実や単位化を含めたカリキュラム上での位置付けにつき検討

を進め、令和 2 年度からは、MSU との受入れプログラムを「学芸フロンティア科目 C」

として、本学授業科目に位置付けることとなった。 

 

○日タイ大学生国際交流プログラム 

平成 26 年度から、文部科学省の委託事業「青少年教育施設を活用した国際交流事

業」により、「日タイ大学生招聘交流事業」として年度ごとのテーマ設定の下、日本

とタイの学生交流を実施してきた。平成 30 年度に文科省委託事業の公募は停止された

が、本学の自助努力で財源を確保し、引き続き協定校のコンケン大学との学生の相互

交流を実施している。令和元年度は、「学校教育における ICT」をテーマとし、日本と

タイにおける ICT 教育の在り方や、自らが目指す教師像について、学校訪問や協働的

な学習を通じて、グローバルな視野を育成することを目的とした研修を実施した。な

お、当該事業は、平成 28 年度から「グローバル教育演習（タイ）」として、本学授業

科目に位置付けられている。 

 

 



○カンボジア学校保健サービス創生事業 

日本財団から研究助成金の支援を受けて、学校保健教育が確立されていないカンボ

ジアにおいて、カンボジア教員養成大学保健科コースのカリキュラムを作成するなど

の教育支援事業を行うとともに、現地の教員養成校の教員に研修を行い、保健科教員

を養成するなどの新たなプロジェクトを令和 2 年 1 月より開始した。まず、3 月にカン

ボジア王国教育青年・スポーツ省と本学との間で、MoU を締結し、現地教員を集めてワ

ークショップを開催した。 

 

○JICA 等と連携した教育支援プロジェクトの実施 

昨年度に引き続き、JICA との間で締結された覚書に基づき、連携案件「ラオス国に

おけるエコヘルス教育の普及事業」につき、計画的な学生派遣を進めた。関係教員が

現地に赴き、現地に派遣している学生のサポートやラオスにおける教材作成等、現地

における教育支援も進めた。また、派遣が終了し帰国した学生の報告会を開催する

等、現地での成果の共有を図った。 

 

○国際算数・数学授業改善のための自己向上機能を備えた教員養成システム開発 

 平成 23 年 4 月から平成 29 年 3 月までの 6 ヶ年、文部科学省の特別経費（プロジェ

クト分-国際的に卓越した教育研究拠点機能の充実-）による「国際算数・数学授業改

善のための自己向上機能を備えた教員養成システムの開発」を行った成果を踏まえ、

本学の戦略『次世代教育モデルの研究・発信と拠点作り』の一環である「教員研修の

国際的拠点の構築」に関わる活動を「国際算数・数学授業研究プロジェクト」として

発展的に継続し、令和元年度は次の取り組みを行った。 

・OECD 国際教員指導環境調査（TALIS）ビデオスタディの調査に関わる支援業務の請負 

ビデオスタディの調査実施とそれに関わる報告書の作成を行った。 

・平成 28 年 4 月から平成 30 年 3 月までの日本型教育の海外展開推進事業「EDU-Port

公認プロジェクト」を発展的に継続し、タイにおける授業研究における算数科授業改

善の支援を実施した。今年度はバンコク日本人学校での算数科(11/25)と数学科(2/20)

での授業研究を実施した。 

・イギリスにおける授業研究の実践・普及に関わるプロジェクトへの参画 

・算数数学授業研究イマージョンプログラム 

令和元年 6 月 18 日～27 日にかけて、米国、英国、オランダから合計 33 名の参加者

があり、本学、東京学芸大学附属小金井中学校及び都内公立学校等に於いて実施し

た。 

・平成 28 年度に行った「教員の資質向上のための研修プログラム開発事業」の成果を

踏まえ、東京都教育委員会との協働により、授業改善に関する指導的な立場にある指

導主事、そして各学校の研究主任や指導教諭へと対象を広げて、算数数学授業研究セ

ミナーを 1/25(参加者 17 人)に実施した。同時に、指導主事の研修会に参加し、指導講

評のあり方に関する助言を 10/23 に実施した。 

・滋賀県豊郷町授業改善プロジェクト事業、高知県四万十市中学校学力向上実践モデ

ル校事業、都内の私立学校（宝仙学園等）において研究授業等を実施した。 

 

 

 



イ．附属学校セグメント 

附属学校セグメントは、5 地区（小金井地区・世田谷地区・竹早地区・大泉地区・東

久留米地区）に立地している小学校（4 校）、中学校（3 校）、高等学校（1 校）、中

等教育学校（1 校）、特別支援学校（1 校）及び幼稚園（1 園、ただし、園舎は小金

井、竹早の 2 か所）の 11 校園で構成されている。各校園ともに、様々な教育的課題に

関する拠点校・モデル校として優れた教育を行っているだけでなく、本学学部・大学

院学生の教育実習の場として、さらには保育・教育に関する実践的・先導的な共同研

究の場としても重要な役割を果たしている。 

附属学校セグメントにおける事業の主な実施財源は、運営費交付金収益 2,786 百万

円（当該セグメントにおける業務収益比 66.4％）となっている。また、事業に要した

経費は、教育経費 796 百万円、研究経費 4 百万円、一般管理費 4 百万円となってい

る。 

 

【教育研究活動への取組】 

○高大接続プログラム特別入試 

東京学芸大学には、教職を志望する高校生を早期から本学における教員養成と連携

させ、優秀な学校教員を養成することを目的とした「高大接続による教員養成プログ

ラム」がある。これを受講した本学の附属高等学校及び附属国際中等教育学校を対象

として、高大接続プログラム特別入試を実施し、令和 2 年度入学者として 9 人が合格

した。 

 

○IB(国際バカロレア)関係（附属国際中等教育学校） 

附属国際中等教育学校は、IBO（国際バカロレア機構）から DP（ディプロマプログラ

ム）校に認定されている。本プログラムは、教育課程上は学習指導要領に即しながら

学校設定科目を設置することにより、一条校としての卒業単位と DP 修了認定を同時に

取得できるよう設定されており、令和元年度は 5 年生（高校 2 年生）12 名、6 年生

（高校 3 年生）11 名に対して適用された。 

また、文科省機能強化経費事業における「新たな社会的要請にこたえるハイレベル

な現職教員研修プログラムの開発」及び「国際バカロレア(IB)教育に基づく次世代育

成教育の総合的開発研究及びその発信」において、国内外より教育視察などを受け入

れ、IB の主旨に基づいた教育実践や学校運営のあり方を紹介した。ちなみに、令和元

年度の IB に関する情報提供は 87 件 384 名（総視察件数：113 件 688 名）である。 

さらに、本学の課題であるグローバル人材養成に関わる教員養成として、附属国際

中等教育学校では外部からの派遣教員を受け入れ、ＩＢ教育＜国際バカロレア（MYP）

に関する指導方法及び評価方法並びに国際バカロレア（DP）の導入準備等＞を中心と

した教育活動に関する研修の支援を全校体制で行った。 

具体的には、平成 26 年 3 月に高知県教育委員会と協定を締結し、高知県立高等学校

の教員を派遣教員として受け入れた。（平成 26 年度 1 名、平成 27 年度３名、平成 28

年度 4 名、平成 29 年度 7 名）また、東京都教育委員会とも協定を締結し、平成 28 年

度に続き 29 年度も東京都立高等学校の教員 1 名を派遣教員として受入れた。さらに平

成 29 年度から神奈川県教育委員会やさいたま市教育委員会とも協定を取り交わし，神

奈川県教育委員会から 2 名・さいたま市教育委員会から 1 名の派遣教員を受け入れ研

修を行った。平成 30 年度は，引き続き高知県教育委員会 6 名、神奈川県教育委員会 2



名、さいたま市教育委員会 1 名の派遣教員を受け入れるとともに，新たに長野県教育

委員会と静岡県教育委員会とも協定書を取り交わし，1 名ずつ教員が派遣されるとな

り，総勢 11 名の派遣教員受け入れ研修を行った。令和元年度は、新たに宮城県教育委

員会と協定を取り交わし、宮城県教育委員会 1 名、高知県教育員会 4 名、静岡県教育

委員会 1 名の受け入れ研修を行った。令和 2 年度は、高知県教育委員会 2 名の受け入

れを予定している。 

 

○SSH（スーパーサイエンスハイスクール）及び SGH(スーパーグローバルハイスクー

ル) 

SSH 事業は第 2 期 1 年目を迎え、SS 科目および SSIB 講座、課題研究の継続実践、授

業研究会において、SS 科目の公開授業を実施、中学生を含めた校内課題研究コンテス

ト（ISS チャレンジ）で研究発表の機会を得た。また、課題研究のためのフィールド調

査や現地インタビューを行った。生徒の資質能力ベースの定量的効果検証方法への取

り組みを開始した。 

SGH 事業は 7 月にロンドン、1 月にフィリピンにおいてフィールドワークを行い、課

題研究において成果を得ている。国内では、北海道、長野、徳島、愛知、岡山、大阪

等で課題研究発表や調査交流を行った。東京学芸大学の教員派遣制度を活用して今年

度は ISS チャレンジ「外部評価会」の評価者として学長をはじめ大学教員や同窓会か

ら 13 名が支援にあたった。 

また、大学主催で SSH・SGH・WWL 課題研究成果発表を 2 月に開催し都内の高校（約

200 名来場）と交流を深め、審査員、総務部附属学校課の運営、学長・副学長・附属学

校運営参事の出席等協力を得た。 

 

○学校図書館運営専門委員会の取組 

各附属学校の司書教諭・学校司書が中心となって組織する学校図書館運営専門委員

会では、平成 21 年度より継続して、学校図書館に関する文部科学省の事業を受託し研

究を進めてきた。令和元年度も「学校図書館ガイドラインを踏まえた学校図書館の利

活用に係る調査研究」を受託し、①学校図書館を活用した授業実践研究の推進（世田

谷中・小金井中）、②学校司書のための研修プログラムの実施・検証、③Web サイトで

の学校司書の資質・能力の向上に役立つ情報の発信の 3 点を活動の柱として取り組み

を行った。Web サイトでの情報の発信については、昨年度に引き続き学校司書のための

研修プログラムの動画配信等にも取り組み、年間アクセス数も平成 30 年度の 235,414

件から 281,656 件へと増加している。公開している授業実践例も平成 21 年度の 35 事

例から今年度は 350 事例を超えた。 

 

○附属学校の社会に向けた取組 

附属学校の社会貢献として、「世田谷夏季現職研修会」「授業研究会」（世田谷

小）、「算数の会授業研究会」「国語授業づくりセミナー」「小金井算数授業研究

会」「算数の会授業研究会」「東京都小学校国語研究会」「現職研修セミナー（国

語）」「理科おもしろゼミ」「府中市教育研究会（算数）」「小金井市教育研究会

（算数）」「国語科授業づくり研究セミナー」「冬季道徳授業研究集会」「ICT×イン

クルーシブ教育セミナー」「研究発表会」（小金井小）、「道徳科授業研究会」「小

学校英語授業研修会」「算数授業セミナー（練馬で算数を語る会）」「大泉体育授業



セミナー」「研究発表会」（大泉小）、「竹早地区算数数学授業研究会」「児童造形

教育研修会」「教育実践対話の会」「日本教育大学協会音楽部全国大会」「体育授業

研究会」（竹早小）、「現職教員研修セミナー」「公開研究会」（世田谷中）、「教

育研究協議会」（小金井中）、「東京都技術・家庭科研究会生物育成研修会」「美術

造形教育研究会」（竹早中）、「地理における野外実習の実際」「夏季特別実験講座

体験講習会」「数学的活動を促す授業づくり」「授業実践研究会」「高校国語科にお

ける演劇の鑑賞指導」「公開教育研究大会」（高等学校）、「SSH、SGH 情報交換会」

「IB 情報交換会」「IB 教員研修」「IBEN トレーニング」「神奈川県私学協会教員研修

MYP ワークショップ」「札幌市立札幌開成中等教育学校 IB ワークショップ」「SGH 事

業成果報告会」「授業研究会」（国際中等）、「生活支援ネットワークフォーラム」

「特別なニーズのある幼児を育てる」「公開授業研究会」（特別支援学校）、「研究

協議会」（小金井園舎）、「竹早地区幼小中連携公開研究会」など、外部に開かれた

研究会や研修会を多数開催した。ただし、新型コロナウイルスの感染拡大防止のた

め、令和 2 年 3 月に予定していた研究会や研修会は中止となったものもある。 

 

○「学習支援者」及びスクールカウンセラーの配置 

近年、附属学校園においても LD（学習障害）や高機能自閉症といった特別な支援を

必要とする園児児童生徒が増加傾向にあり、このような状況への教育的対応が喫緊の

課題となっていることから、特別な支援が必要な園児児童生徒の個々のニーズに合わ

せた「学習支援者」（原則的に本学の学部学生又は大学院生）を配置し、園児児童生

徒の学習支援に当たっている。平成 28 年度から新規項目として「学習支援者」経費が

学内予算で措置された。 

また、悩みを抱える子どもたちやその保護者への対応において、スクールカウンセ

ラーの果たす役割は大きくかつ重要であると考えられるが、各附属学校ではこれを安

定的に継続して配置することに苦慮している現状があることから、これまで管理経費

に計上されていたスクールカウンセラー雇用経費を新規項目として学内予算で措置す

ることとした。 

 

ウ．法人セグメント 

 法人共通セグメントは、事務局で構成されており、機動的・効率的な業務運営を行

うことを目的としている。 

法人セグメントにおける事業の主な実施財源は、運営費交付金収益 1,453 百万円

（当該セグメントにおける業務収益比 67.3%）となっている。また、事業に要した経費

は、教育経費 156 百万円、研究経費 8 百万円、一般管理費 345 百万円となっている。 

 

【管理運営に関する取組】 

○情報基盤の整備及び情報セキュリティに関する取組 

・学内情報基盤としてのネットワーク機器、サーバ機器、提供サービスの運用管理を

適正に行った。また、教職員や学生等大学構成員への情報関連のサポート（各種シス

テム関連機器不具合、研究室等への導入機器接続、全額に配備した LAN への接続等）

を行った。 

・サイバーセキュリティ対策基本計画を策定し、計画に基づきセキュリティ対策を実

施した。また、各種規定等を見直し、セキュリティ対策を強化した。 



・新規採用職員研修、新入学部生オリエンテーション、附属学校フォーラム、サーク

ルリーダー研修、パソコンリーダー研修、部課長級セキュリティ研修で情報セキュリ

ティ研修を実施。さらに、e ラーニングを用いたテスト形式の情報セキュリティ教育を

１年生必須授業である「情報」にて試行的に実施した。 

 

〇情報教育支援に関する取組 

・学内教育の情報化のために、e ラーニングコンテンツの開発、利用促進、開発支援、

教育用情報機器貸し出しサービス、クラウドベースの Web サーバの管理運営、マルチ

メディア機器を整備した総合メディア教育館の管理、遠隔会議システムを整備した情

報教育演習室の管理運営を行った。 

・教育の情報化に対応した教育人材育成のために、附属小金井小学校及び近隣協力学

校での教育実習において教育情報化相談員を配置した上で、ICT 活用の体験と実践を行

うプログラムを実施した。教育の情報化に関する学習、相談、交流をするための情報

メディアカフェ、教育 ICT 機器を整備した新たな学びの部屋と新たな学びの教室（附

属小金井小学校内）の管理運営を行った。 

・附属学校初任者及び教員養成高度化大学間連携コーススタートパスプログラムの学

生を主たる対象とした学部附属学校運営部主催の夏季研修講座にて、「初等中等教育

におけるプログラミング教育」を実施した。 

 

○事務組織の再編 

 事務組織の機能・編制の見直しにより事務組織の再編を行い、平成 31 年４月より、

従前の４部体制から３部体制へ再編統合し、事務の効率化・合理化を図った。また、

二つの課長ポストの後任を他の課長が併任して補充することにより、実質的に課長ポ

ストの削減を行った。この再編統合等に伴う管理職ポストの削減は人件費削減につな

がっている。 

 

○会議資料のペーパーレス化 

令和元年 9 月より、学内主要定例会議において、会議資料のペーパーレス化を導入

した。これによる効果として、事務の効率化（文書保管スペースの削減や過去資料閲

覧の利便性）及び経費節減が実現し、コピー代・用紙代だけでも年間約 20 万円の節約

となる。今後、学内の様々な会議にも導入が進めば、大学全体においてさらなる経費

節減が期待される。 

 

○収入増加に向けた取り組み（クラウドファンディング） 

 教員志望者の減少が課題となっている中、「教師の魅力を発信するプラットフォー

ムの構築」を目指し、「教師の魅力発信プロジェクト」を立ち上げた。プロジェクト

第 1 弾として、「教師」という職業の魅力を発信するためのプロモーション映像作品

を作成するため、クラウドファンディングにより資金を募った。目標額の 100 万円を

募集２週間で達成し、最終寄付総額は 196 万円であった。 

映像作品は、「つながる未来のために－先生のおわりとはじまりの授業」と題して、

定年退職を迎える先生の最後の授業と、先生として教壇に立つ初めての授業を撮影し

ている。大学ＨＰや YouTube により一般公開を行い、YouTube の再生回数は、約 4,800



回（2019.11.6 現在）となっている。また、この取組は日本経済新聞（R1.7.8）、朝日

新聞（R1.11.4）に取り上げられた。 

 

○収入増加に向けた取り組み（寄附金獲得） 

寄附金獲得に向け、東京学芸大学基金のパンフレットを作成し、辟雍会（東京学芸

大学全国同窓会）の会員、一般社団法人東京学芸大学同窓会の総会、学内の講座・教

室等の同窓会、ホームカミングデー及び入学式等で配布するとともに、今年度の入学

生・卒業生への手続書類にも同封した。 

また、利用額の一部が「東京学芸大学基金」に還元される仕組みとなっている大学オ

リジナルクレジットカードの加入者増加を図るため、辟雍会会員、ホームカミングデ

ー及び入学式等でチラシを配布するとともに、今年度の卒業生の手続き書類にも同封

した。 

 

○学生相談室の充実 

学生の修学及び学生生活上の諸課題に対して、学生相談室に専門のカウンセラーを

配置している。悩みを抱える多くの学生が学生相談室を訪れ、月曜日から金曜日の 10

時から 17 時、1 日あたり 2 名（合計 6 名）のカウンセラーが、必要に応じて学内の諸

機関との連絡調整を行いながら、対応している。日常のカウンセリングに加え、学生

オリエンテーションで学生相談室の広報活動も行っている。 

 令和元年度は、専門研修への参加等により専門スタッフのスキルアップを図るため

の経費の配分を受けてカウンセラーが各種研修会等に参加し、学生支援の向上を目指

している。 

 

○男女共同参画支援室の取組 

・年 2 回、男女共同参画推進本部のニュースレター「OPGE 通信」を 1,100 部発行す

る他、昨年度に続き「OPGE 通信 WEB 版」を年 2 回発行し男女共同参画の現状周知に努

めた。 

・2019 年 12 月に第 24 回 男女共同参画フォーラム埼玉大学の渡辺大輔氏を招き「性

の多様性を考える～教員養成系大学の課題」を開催した。 

・女性活躍推進法の施行に基づく女性活躍推進行動計画として、本学では「大学教職

員の管理職の女性比率を 15%に引き上げる」「附属教員の女性比率を 42%に引き上げ

る」の 2 点を目標として掲げている。このことに関して 2018 年度からは附属学校園教

員の生の声を聞くために、年 2 回の教職員交流会のうち 1 回を附属学校で実施するよ

うにし、2019 年度は、附属大泉小学校で開催し、附属学校園の教師の交流の場を設け

た。 

・両立支援制度を充実させるために、2019 年度から、育児・介護・看護等支援補助員

を前年度 2 月に年 1 回の申請で通年利用可能とすることとし、制度のさらなる充実を

図った。 

・前年度の育児・介護・看護等支援補助員制度の予算増額の要望が認められ、予算が

160 万円と倍増した。この制度を 20 人の教員が利用したが、職員の利用者はいなかっ

た。 

・男女共同参画支援室は今年度で閉室となるため、引き継ぐための準備をした。 

＊ 男女共同参画推進本部 HP（ http://www.u-gakugei.ac.jp/~danjo/） 



 

○物品受取所の設置準備（財務会計システム改修含む） 

令和 2 年度より、大学教員自ら研究費管理、購入依頼書の作成を行うことに伴い、

北講義棟 1 階学系支援課の南側に物品受取所を設置し、教員が作成した購入依頼の発

注、納品検収、受渡し及び教員の物品購入に関する相談、システム操作サポートを行

う。 

また大学教員が直接購入依頼書の作成を行うことになることから、教員がスムーズ

に入力できるよう財務会計システムの改修を行った。また、全学情報統合連携システ

ム（学芸ポータル）と共通のＩＤを付与し、システムにログインできる環境を構築、

図書システムとの連携を図り、同一システムでの研究費管理を可能とし、教職員の同

時接続を可能とするためサーバーを増設した。 

 

○立替払等の手続きの簡素化 

学会費の使用や立替払の事前承認手続きについて、研究費使用に関する遵守を前提

として、教職員の事務的負担を軽減し簡素化した。 

 

○旅費業務の改善 

教職員の事務の簡素化を図るため旅費業務の改善を行った。主な改善点として、旅

行手続きの簡素化、交通費の計算方法の見直し、出張後の提出書類について経理課が

求める条件を緩和した。 

 

○令和 2 年度に向けた経理業務における取り組み 

・公的ハンドブックを改訂し、ルールに沿った研究費管理の周知徹底を図る。 

・年間契約案件の業務見直し、複数年化について継続して検討し、効率化を図る。 

 

○インフラ長寿命化計画（個別施設計画） 

施設整備会議において「インフラ長寿命化計画（個別施設計画）」の改訂について

審議し、改訂を行った。 

 

○施設・設備の整備 

 キャンパスマスタープランに基づき、附属幼稚園小金井園舎管理棟の外部改修工事

を行い、計画的な維持管理を行った。また、環境対策として、南講義棟講義室 S403 他

照明改修工事、北講義棟 N313 室等空調機更新工事、南講義棟 S304 室空調機更新工事

等を実施し、ＬＥＤ照明など省エネ機器を導入した。さらに、既存施設の有効活用と

して、点在していた学系支援課の各事務室の集約整備を行い、空室となった事務室跡

地を、全学共通利用スペースとして確保した。また、第 2 むさしのホール 2 階食堂の

一部を改修し、学生ラウンジとして転用した。 

 

○緑地の維持管理について 

昨年度に福利厚生施設や総合グラウンドに面したクロマツ並木（クロマツ北通り）

をはじめ、大学、附属幼稚園小金井園舎、附属小金井小学校、附属小金井中学校、附

属高等学校、附属世田谷小学校、附属大泉小学校、附属国際中等教育学校、大泉寮に

おいて枯れ対策や安全確保のための高木調査を行った。この調査に基づき学芸の森環



境機構や地域住民と連携しながら、緑地保全のための計画（高木再生プロジェクト）

を立案し、第２回施設整備会議にて承認を得た。また、高木再生プロジェクトに基づ

き、一部の危険木の伐採を実施した。  

  

(3) 課題と対処方針等  

 平成16年の法人化以降、国立大学法人の経営に大きな影響を及ぼす基幹運営費交付金

は、毎年縮減され続けている。 

東京学芸大学では、主に教育研究にかかる経費や管理的経費を削減することによって

この問題に対応してきたが、本学のような教員養成大学においては、業務費に占める人

件費の割合が約8割と高いため、さらなる経費削減は難しい状況である。 

今後においても、引き続き「第3期中期計画期間における経費削減・収入増加に向け

た基本方針」に基づき、人件費を始めとする諸経費の削減、また、寄附金や科学研究費

補助金等々多角的な収入の増加を図り、さらなる教育研究活動の充実を計画しなければ 

ならないと考えている。 

 

 

「Ⅴ その他事業に関する事項」 

 

１．予算、収支計画及び資金計画 

(1)予算 

※ 年度計画及び財務諸表（決算報告書）参照 

（年度計画及び財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

 

(2)収支計画 

※ 年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

（年度計画及び財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

 

(3)資金計画 

※ 年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

（年度計画及び財務諸表へのリンク：http://www.u-gakugei.ac.jp/jouhou/01/） 

 

 

２．短期借入れの概要 

該当なし 

 

 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

(1)運営費交付金債務の増減額の明細 

（単位：百万円） 

交付年度 期首残高 
交付金当 
期交付額 

当期振替額 期末残高 



運営費交 
付金収益 

資産見返運

営費交付金 

建設仮勘定 

見返運営費 

交付金 

資本剰余金 小計 

平 成 28年 度 1 ― ― ― ― ― ― 1 

平 成 29年 度 ― ― ― ― ― ― ― ― 

平 成 30年 度 163 ― 162 ― ― ― 162 0 

令和元年度 ― 8,528 8,311 18 ― ― 8,329 199 

 

 

(2)運営費交付金債務の当期振替額の明細 

 

平成 30 年度交付分 

（単位：百万円） 

区  分 金 額 内   訳 

業務達成基準 
による振替額   － 該当なし 

期間進行基準 
による振替額  － 該当なし 

費用進行基準 
による振替額 

運営費交付金
収益 

162 ①費用進行基準を採用した事業等：退職手当 
 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：162 
 （退職給付費用：162） 

ｲ)固定資産の取得額：なし 
 
③運営費交付金の振替額の積算根拠 

業 務 進行 に伴 い支 出し た 運営 費交 付金 債務
162百万円を収益化。 

資産見返運営
費交付金 

― 

資本剰余金 ― 

計 162 

合計 
 

162 
 

 

令和元年度交付分 

（単位：百万円） 

区  分 金 額 内   訳 

業務達成基準 
による振替額 運営費交付金

収益 
265 

①次世代型コンピテンシー育成のための教育方
法開発とその国内外への発信－新学習指導要領
への対応と OECD・Education2030 事業の枠組に
基づくカリキュラム内容の提案を中心に－、附



資産見返運営
費交付金 

10 

属学校等と協働した教員養成系大学による「経
済的に困難な家庭状況にある児童・生徒」への
パッケージ型支援に関する調査研究プロジェク
ト、その他  
 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：265 
 （人件費：123、業務委託費 29、消耗品費：

34、備品費：47、その他の経費：32） 
 ｲ)固定資産の取得額：10 

（工具器具備品：10 図書：0） 
 
③運営費交付金収益化額の積算根拠 

計画に対する達成率が100％であったため当
該業務に係る運営費交付金債務を全額収益化。 

資本剰余金 － 

計 276 

期間進行基準 
による振替額 運営費交付金

収益 
7,267 

①期間進行基準を採用した事業等：業務達成基
準及び費用進行基準を採用した業務以外の全て
の業務 
 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：7,267 
（人件費：6,968、奨学費：258、その他：41） 
ｲ)固定資産の取得額：7 

（建物附属設備：6 工具器具備品：1） 
 
③運営費交付金の振替額の積算根拠 
 学生収容定員が一定数（90％）を満たしてい
たため、期間進行業務に係る運営費交付金債務 
7,269 百万円を収益化。 

資産見返運営
費交付金 

7 

資本剰余金 ― 

計 7,275 

費用進行基準 
による振替額 

運営費交付金
収益 

777 
①費用進行基準を採用した事業等：退職手当、
年俸制導入促進費、移転費、PCB 廃棄物処理費 
 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：777 
 （退職給付費用：640、業務委託費：128、 

その他：9） 
ｲ)固定資産の取得額：なし 

 
③運営費交付金の振替額の積算根拠 

業 務 進 行に 伴 い支 出し た 運 営費 交 付金 債務
777百万円を収益化。 

資産見返運営
費交付金 

― 

資本剰余金 ― 

計 777 

合計 
 

8,329 
 

 

 

(3)運営費交付金債務残高の明細 

                                                                （単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

平成28年度 

期間進行基準を

採用した業務に

係る分 

1 

入学者における基準標準超過率（109％）を超過し

たことによるもので、当該債務は中期目標期間終了

時に国庫納付する予定である。 

計 1  



平成 30 年度  

期間進行基準を

採用した業務に

係る分 
0 

入学者における基準標準超過率（105％）を超過し

たことによるもので、当該債務は中期目標期間終了

時に国庫納付する予定である。 

計 0  

令 和 元 年 度 

期間進行基準を

採用した業務に

係る分 

0 

入学者における基準標準超過率（105％）を超過し

たことによるもので、当該債務は中期目標期間終了

時に国庫納付する予定である。  

費用進行基準を

採用した業務に

係る分 

199 

退職手当：185、建物新営設備費：3、設備災害復旧

経費：9 

それぞれの執行残であり、翌事業年度以降に使用する

予定である。 

計 200  

 

  



（別紙） 

 

■財務諸表の科目 

１．貸借対照表 

有形固定資産：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有形の

固定資産。 

減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比して

著しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価額を回収可能

サービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた累計額。 

減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額。 

その他の有形固定資産：図書、工具器具備品、車両運搬具等が該当。 

その他の固定資産：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（投資有価証券等）が

該当。 

現金及び預金：現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金及び

一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

その他の流動資産：未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、たな

卸資産等が該当。 

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対照

表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された資産見

返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返負債から資

産見返戻入（収益科目）に振り替える。 

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの。退

職給付引当金等が該当。 

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

政府出資金：国からの出資相当額。 

資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 

利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

 

２．損益計算書 

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。 

教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

教育研究支援経費：附属図書館、大型計算機センター等の特定の学部等に所属せず、法人

全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織であって学生及

び教員の双方が利用するものの運営に要する経費 

人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 

財務費用：支払利息等。 

運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

その他の収益：受託研究等収益、寄附金等収益、補助金等収益等。 

臨時損益：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のう



ち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それから取り崩

しを行った額。 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件

費支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収支

状況を表す。 

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支

出等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表

す。 

財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還

及び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を表

す。 

資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税財

源により負担すべきコスト。 

損益計算書上の費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から

学生納付金等の自己収入を控除した相当額。 

損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定

されない資産の減価償却費相当額。 

損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかか

わらず生じた減損損失相当額。 

損益外利息費用相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定

されない資産に係る資産除去債務についての時の経過による調整額。 

損益外除売却差額相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予

定されない資産を売却や除却した場合における帳簿価額との帳簿価額との差額相当額。 

引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合

の賞与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度におけ

る引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。 

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認

められる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業年度に

おける引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。 

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合

の本来負担すべき金額等。 


